（様式３－２）
公募型プロポーザル参加申請書（共同事業体用）
令和　　　年　　　月　　　日　
地方独立行政法人大阪市博物館機構　
理事長　　　　　　　　　　　　  様
共同事業体名称




　       
（代表構成員）

 住所又は事務所所在地






 商号又は名称







   　氏名又は代表者氏名




印　
　次の案件にかかる公募型プロポーザルに参加したいので、別紙の資料を添えて申請します。
なお、この申請書及び添付資料の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
記

１　案件名称
　　「大阪中之島美術館」家具製作・選定及び設置業務委託
２　添付資料
(ｱ）公募型プロポーザル参加申請書（様式３－２）
(ｲ）公募型プロポーザル参加申請にかかる誓約書（様式４）
(ｳ) 業務実績調書（様式５－１）。「本要項４」のカ（ア）に求める主任技術者の[制作実績]を１件記載し、実績を証明する資料（業務委託及び内容が確認できる契約書、納品書や請求書の写し）と、制作実績に値する製作家具が確認できる画像・設計図面等を掲載した書類を添付すること。また、「本要項４」のカ（イ）に求める[外部評価]を1件記載し、実績を証明する資料（受賞通知書や講師出講、教員採用・在籍関係書類等）を添付すること。なお、在籍証明書は（様式５－２）もしくは任意の様式にて作成すること。
(ｴ) 使用印鑑届（様式６）※代表構成員のみ
(ｵ) 印鑑登録証明書【申請時点で発行から３カ月以内のもの：原本】※代表構成員のみ
（ｶ） 共同事業体のすべての法人又は事務所等の概要を記載し提出すること。（様式７－１）（様式７－１の「事業者の沿革及び主な事業内容」については、パンフレットやホームページの写し等の業務内容がわかるものの添付でも可）。個人が共同事業体を構成する場合は、個人の経歴がよく分かるように記載し提出すること。（様式７－２）
※法人の場合は様式７－１を、個人の場合は様式７－２をそれぞれ作成し、提出のこと。
(ｷ）法人の場合は、登記簿謄本又は登記事項全部証明書（その他の団体等で法人登記がない場合は、定款その他の規約）。個人の場合は住民票【申請時点で発行から３カ月以内のもの：写し】
(ｸ）直近1カ年分の本店所在地の市町村民税（東京都の場合は法人都民税又は特別区民税・都民税）及び固定資産税・都市計画税の納税証明書【申請時点で発行から3カ月以内のもの：写し可】
(ｹ）消費税及び地方消費税の納税証明書（納税証明書その３（その３の２、その３の３でも可））【申請時点で発行から３カ月以内のもの：写し可】
(ｺ）直近１カ年分の貸借対照表及び損益計算書写し、もしくは直近１カ年分の収支内訳書の写し
※（ｲ)及び（ｶ）～（ｺ）は、構成員となる法人、事務所等すべての事業者・個人について提出すること。
※（ｸ）及び（ｹ）は、「未納の額が無いことがわかるもの」であること。なお、新型コロナウィルス感染症による納付期限の延長手続きをしている場合は、手続きをしていることがわかる書類の写しも添付すること。
※（ｸ）〜（ｺ）は、会社設立１年未満のためや、課税売上高が免税点以下であったために課税期間の納税義務が免除されている等、何らかの理由により納税証明書等を提出できない場合は、その理由を記載した理由書（様式８）を提出すること
※（ｴ）～（ｺ）は、令和元・２・３年度大阪市入札参加有資格者名簿に登録のある者については省略できるものとする（様式９に承認番号を記載すること）
(ｻ）共同事業体届出書兼委任状を提出すること（様式９）
(ｼ）共同事業体協定書の写しを提出すること。
３　連絡先

所属部署名　　


　　　　氏　名　　　
　　


電話番号　　


　　　　ＦＡＸ番号　　



E-mail　　



４　確認事項
　　確認されましたら、チェック欄□へ✔してください。　
□　募集要項３（４）契約条項のうち、別紙３「著作権に関する特約条項」と別紙４「製造物責任法に関する特約条項」を確認しました。
